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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第109期

第１四半期累計期間

第110期
第１四半期
連結累計期間

第109期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (千円) 2,301,259 2,435,771 8,839,626

経常利益 (千円) 140,834 180,549 454,589

四半期(当期)純利益又は親会社
株主に帰属する四半期純利益

(千円) 131,937 210,499 273,480

四半期包括利益又は包括利益 (千円) ― 229,791 ―

純資産額 (千円) 18,746,441 19,134,748 18,806,074

総資産額 (千円) 22,184,786 22,936,636 22,339,285

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 24.37 39.22 50.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 84.5 83.4 84.2
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第109期第１四半期連結

累計期間及び第109期連結会計年度に代えて、第109期第１四半期累計期間及び第109期事業年度について記

載しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 
 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりでございます。

 
(貨物自動車運送事業）

当第１四半期連結累計期間において、株式会社東北三光の全株式を取得したことに伴い、連結子会社としておりま

す。また、非連結子会社であった相模新栄運送株式会社を当第１四半期連結会計期間より連結子会社としておりま

す。

 
この結果、2022年６月30日現在では、当社グループは、当社及び子会社２社により構成されることになりました。

 

EDINET提出書類

東部ネットワーク株式会社(E04221)

四半期報告書

 2/24



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

当社は、2022年４月15日付で全株式を取得した株式会社東北三光を連結子会社といたしました。また、非連結子

会社でありました相模新栄運送株式会社を連結子会社といたしました。そのため、当第１四半期連結会計期間より

四半期連結財務諸表を作成しております。従いまして、前年同四半期連結累計期間及び前連結会計年度との比較分

析は行っておりません。

また、株式会社東北三光は、みなし取得日を当第１四半期連結会計期間末日（2022年６月30日）としているた

め、当第１四半期連結累計期間においては貸借対照表のみを連結しており、損益計算書については連結しておりま

せん。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2022年４月１日～2022年６月30日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス

のワクチン接種が進んだことにより行動制限が緩和され、経済活動正常化への期待感も相まって、景気は持ち直

しの動きが続きました。しかしながら、欧米諸国を中心とした世界情勢の悪化に伴い、エネルギーや原油価格等

の上昇が加速するなど再び不透明感が増し、また国内においても、物流費、部材等の急速な物価高騰に加え、新

型コロナウイルスの感染再拡大が懸念される等、景気下振れリスクを考慮し、個人消費及び企業収益への影響の

長期化が想定されます。

当社グループの主力事業の貨物自動車運送業界におきましては、ネット通販等の消費需要は底堅く、宅配貨物

は増加傾向となる一方、一般貨物等においては、原油価格の高騰や人手不足等の影響は大きく、また今後の世界

情勢により更なる原油・資材等の高止まり要因が想定される中、経営環境は一段と厳しい状況が続くものと思わ

れます。

このような状況下において当社グループでは、新型コロナウイルスの感染予防対策を継続し、必要な人員を確

保しつつ、引き続き輸送中心の収益構造から付加価値の高い総合的かつ複合的な物流収益へと収益基盤改革を推

し進めてまいりました。東部神戸物流センター、東部滋賀物流センター、東部堺物流センターに引き続き、2021

年８月には、新たに東部広島物流センターが稼働し、更に2022年１月より東部海老名物流センターが再稼働した

ほか、2022年４月から新たに東部大井川倉庫が稼働いたしました。

また、2022年３月に株式会社東北三光（宮城県塩竃市）と株式譲渡契約を締結、同年４月に全株式を取得、子

会社化し、当社グループ企業として本格的に稼働いたしました。

今後も３ＰＬ型営業展開を加速させ、物流施設への積極的かつ戦略的投資を継続していくことで、更なる収益

基盤の改革を推し進め、将来に向け成長を持続させる企業基盤を創出してまいります。一方で、非効率・不採算

拠点の見直しで要否を躊躇なく決断し、当社グループ間のシナジー効果を発揮させ、保有資産の最適化で収益性

の向上を図ってまいります。また、継続的な事業成長に向けた資本業務提携やＭ＆Ａを必要に応じ実行するとと

もに、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取り組みを推進することで、サステナブルな経営を追求してまいりま

す。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,435,771千円、営業利益159,898千円、経常利益180,549千

円、親会社株主に帰属する四半期純利益210,499千円となりました。

 
セグメント別の業績につきましては、次のとおりであります。

(貨物自動車運送事業)

飲料輸送は、行動制限の緩和で人流の回復が進んだことにより、活発化した飲料業界の荷動きの事業環境に合

わせ、安定的な輸送体制の構築を図りました。また、飲料系輸送以外の荷動きも概ね順調に推移し、主にセメン

ト輸送においては、関東地方の公共工事の輸送が好調に推移いたしました。また、各物流センターも概ね満床で
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稼働しております。

以上から、当事業の売上高は、関連業務の荷役・保管作業収入を含め、2,223,070千円となり、セグメント利益

は、154,339千円となりました。

(不動産賃貸事業)

自社施設は、横浜地区におけるオフィスビル市況が回復傾向に伴い、満床状態で稼働しており、安定した収益

を確保しております。

この結果、当事業の売上高は166,225千円となり、セグメント利益は109,017千円となりました。

(その他事業)

石油販売は、石油価格の大幅な上昇により販売数量は減少したものの、概ね好調に推移しております。

自動車整備事業は、外販の整備受注量が回復せず、例年通りの水準で推移しております。

この結果、当事業の売上高は、53,530千円となり、セグメント利益は11,786千円となりました。

 
財政状態の分析は、次のとおりであります。

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、22,936,636千円となりました。主な内訳は、現金及び預金

4,167,314千円、建物（純額）4,912,907千円、土地8,344,624千円であります。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、3,801,887千円となりました。主な内訳は、営業未払金

818,050千円、繰延税金負債951,891千円、長期預り保証金422,859千円であります。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は19,134,748千円となりました。主な内訳は、資本金553,031

千円、資本剰余金536,556千円、利益剰余金18,282,367千円、自己株式300,467千円であります。

 

　(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

①　基本方針の内容の概要

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて

当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきもので

あると考えます。

しかし、保有不動産の有効利用による事業の安定化に加えて、３ＰＬ(物流の一括受注)による提案物流等の新

事業を構築する不動産賃貸事業、自動車整備事業・保険代理業等も組み込んだ総合物流業である当社及び当社グ

ループ(以下「当社グループ」といいます。)の経営においては、当社グループの有形無形の経営資源、将来を見

据えた施策の潜在的効果、そして、主力事業である公共性の高い貨物自動車運送事業という当社グループに与え

られた社会的な使命、それら当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を構成する要素等への理解が不可

欠です。これらを継続的に維持、向上させていくためには、当社グループの強みである、(a)安全が絶対条件であ

る危険物輸送の高度な知識を、一般貨物輸送に取り込み商品化した事業展開、(b)取引先の多面的なニーズに応え

高品質の物流を提供するノウハウと専門性、３ＰＬ事業による物流の一括受注、(c)労使一体となった事業の推進

等独自性を機軸とした中長期的な視野を持った経営的な取組みが必要不可欠であると考えております。当社グ

ループの財務及び事業の方針の決定を支配する者によりこうした中長期的視野を持った経営的な取組みが実行さ

れない場合、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益や当社グループに関わる全てのステークホルダー

の利益は毀損される可能性があります。

当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりますもの

の、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうかなど買付者

による大規模な買付行為の是非を株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会

の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式の継続保有をお考えの株主の

皆様にとっても、かかる買付行為が当社グループに与える影響や、買付者が考える当社グループの経営に参画し
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たときの経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継続保

有を検討するうえで重要な判断材料となると考えます。

②　基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

当社は、創業以来、貨物自動車運送事業を基盤事業として、長い歳月をかけて築いた輸送ノウハウと顧客との

深い信頼関係が、大手優良企業との強固な取引関係を実現していると考えています。その他、商品販売事業や保

有資産の有効利用・提案物流による施設を提供する不動産賃貸事業等、についても強化しており、現在では、当

社が展開するセグメントは３セクションとなっております。当社は、広い視野で積極的にビジネスを開拓しなが

ら、確実な収益性や効率性を追求し、着実な事業の多角化を推進しております。

当社は、次の３点につき中長期的な観点から取り組んでいます。

(a) アウトソーシングのニーズを取り込むため、物流の『最適化提案営業』をスローガンとして、製造から保管

業務、輸送までの工程を一元化した『システム物流』を３ＰＬ(物流の一括受託)事業として拡大を目指してま

いります。

(b) 長期的成長と存在感のある企業を目指し、ローコスト・オペレーションを実践するために、大型化(トレー

ラー化)を推進し複合輸送を強化することで、稼働率アップ及び輸送力アップを実現してまいります。また、生

産性の向上と合理化を図ると共に、サステナビリティを追求した環境配慮型経営を実行してまいります。

(c) 輸送協力会をはじめとした協力会社との提携等により、荷主に安定的な商品輸送を提供すると共に、必要に

応じＭ＆Ａの実行から新業務への開拓を推進してまいります。また、輸送品質向上を図るため、見た目で解る

物流の商品化を実行してまいります。

これら中長期的な取組みにより、一層の企業価値ひいては株主共同の利益の向上に取り組んでおります。

また、当社は、貨物自動車運送事業が主体事業であるため、公共性も高く、常に安定した物流サービス(安全・

輸送品質・環境対策)を提供することを意識し、これらを具現化していくことにより、社会的使命を果たし、さま

ざまなステークホルダーから信頼されることを念頭に置く経営を目指しております。今後とも諸制度を整備し、

コーポレート・ガバナンスの機能強化に努め、透明性のある公正な経営が実施される体制を整えていきたいと考

えております。

当社は、2022年６月28日開催の当社第109回定時株主総会での承認により、監査等委員会設置会社へ移行しまし

た。これにより、取締役の職務執行の監査等を担う複数の社外取締役を含む監査等委員を取締役会の構成員とす

ることにより、取締役会の監督機能を強化し、更なる監視体制の強化を通じてより一層のコーポレート・ガバナ

ンスの充実を図ってまいりたいと考えております。

当社取締役会につきましては、監査等委員ではない取締役４名、監査等委員である取締役４名（内３名は独立

社外役員）で構成されており、経営陣幹部の選解任その他の重要な意思決定を通じて経営の監督を行っておりま

す。また、激しい企業環境の変化に迅速に対応し、責任の明確化を図り、職務遂行度をより厳しく問うことを目

的として、監査等委員ではない取締役任期を１年、監査等委員である取締役の任期を２年としております。当社

は、執行役員制度を導入しており、業務執行体制を明確化し、取締役の活性化と業務執行機能の強化を図ってお

ります。

なお、当社は、取締役の就任時及び就任後に必要とされる知識、情報を提供するため、適宜役員研修を実施し

ております。

このような体制整備のほか、当社では情報開示の充実がコーポレート・ガバナンスにとって有効な機能を果た

すと考えており、各種の会社情報を適時、適切にかつ積極的に開示することによって、株主の皆様やその他外部

からのチェック機能を高め、経営の透明度を高めることを今後とも充実させていきたいと考えております。

これらの取組みの充実を含め、今後とも一層のコーポレート・ガバナンスの強化を図っていく考えでありま

す。

中長期戦略に基づく取組みは、当社グループの企業価値を向上させ、当社の株主共同の利益を著しく損なう大

規模な買付者が現れる危険性を低減するものと考えます。また、コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた

取組みは、中長期戦略を推進し、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図る基盤となるものと考えます。し

たがって、かかる取組みは、会社支配に関する基本方針に沿うものであると考えます。

③　不適切な支配の防止のための取組みの概要

当社は、2022年６月28日開催の第109回定時株主総会において、①で述べた会社支配に関する基本方針に照ら

し、「当社株券等の大規模買付行為への対応方針」(以下「本対応方針」といいます。)の継続につき株主の皆様

のご承認をいただきました。

本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又

は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為(市場取引、公開買付け等の
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具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きます。か

かる買付行為を以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を以下「大規模買付者」といいます。)

が行われる場合に、(a)大規模買付者が当社取締役会に対して大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を事前

に提供し、(b)当社取締役会のための一定の評価期間が経過し、かつ(c)取締役会又は株主総会が新株予約権無償

割当て又はその他の法令及び定款の下でとりうる合理的な施策(以下「新株予約権無償割当て等」といいます。)

の実施の可否について決議を行った後に大規模買付行為を開始する、という大規模買付ルールの遵守を大規模買

付者に求める一方で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を新株予約権無償

割当て等を利用することにより抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的

とするものです。

当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、まず、大規模買付者には、当社代表取締役宛に大規模

買付者及び大規模買付行為の概要並びに大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書を提出することを求

めます。さらに、大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業日以内に交付する必要情報リ

ストに基づき株主の皆様の判断及び当社取締役会の意見形成のために必要な情報の提供を求めます。

次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し前述の必要情報の提供を

完了した後、60日間(対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合)又は90日間(その

他の大規模買付行為の場合)を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当社

取締役会は、当該期間内に、外部専門家等の助言を受けながら、大規模買付者から提供された情報を十分に評

価・検討し、後述の独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取りまとめて公表し

ます。また、当社取締役会は、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交

渉し、当社取締役会としての代替案を提示することもあります。

当社取締役会は、本対応方針を適正に運用し、当社取締役会による恣意的な判断を防止するための諮問機関と

して、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役及び社外有識者の中から選任された委員か

らなる独立委員会を設置し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しないため新株予約権無償割当てを実施す

べきか否か、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められるため新株予

約権無償割当てを実施すべきか否か、新株予約権無償割当て等の実施の可否につき株主総会に諮るべきか否か等

の本対応方針に係る重要な判断に際しては、独立委員会に諮問することとします。独立委員会は、(a)大規模買付

者が大規模買付ルールを遵守しないため新株予約権無償割当ての実施を勧告した場合、(b)大規模買付者による大

規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められるため新株予約権無償割当て

の実施を勧告した場合、及び(c)大規模買付者による大規模買付行為ないしその提案内容の評価、検討の結果、新

株予約権無償割当ての不実施を勧告した場合を除き、新株予約権無償割当て等の実施の可否につき株主総会に諮

るべきである旨当社取締役会に勧告を行います。

当社取締役会は、株主総会決議に従って、又は取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情がな

い限り独立委員会の前述の勧告を最大限尊重し、新株予約権無償割当て等の実施又は不実施に関する会社法上の

機関としての決議を遅滞なく行います。新株予約権無償割当てを実施する場合には、新株予約権者は、当社取締

役会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することができるも

のとし、当該新株予約権には、大規模買付者等による権利行使が認められないという行使条件や当社が大規模買

付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項等を付すことがあるも

のとします。また、当社取締役会は、当社取締役会又は株主総会が新株予約権無償割当ての実施を決定した後

も、新株予約権無償割当ての実施が適切でないと判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、

新株予約権無償割当ての実施の変更又は停止を行うことがあります。当社取締役会は、前述の決議を行った場合

は、適時適切に情報開示を行います。

本対応方針の有効期限は、2022年６月28日開催の定時株主総会においてその導入が承認されたことから、当該

定時株主総会の日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとし、

その後の継続についても同様とします。なお、本対応方針の有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同

の利益の向上の観点から、関係法令の整備や、金融商品取引所が定める上場制度の整備等を踏まえ随時見直しを

行い、本対応方針の変更を行うことがあります。

なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト(https://www.tohbu.co.jp/)に掲

載する2022年５月10日付プレスリリースをご覧下さい。

④　不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

前記②基本方針の実現に資する特別な取組みは、②に記載したとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を向上させるための具体的方策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本
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方針に沿うものです。

また、前記③の本対応方針も、③に記載したとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるた

めに導入されたものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うも

のです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、新株予約権無償割当

て等の実施・不実施の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立委員会が株主総

会に諮る必要がないと判断する限定的な場合を除き、原則として株主総会決議によって新株予約権無償割当て等

の実施の可否が決せられること、本対応方針の有効期間は３年であり、その継続については株主の皆様のご承認

をいただくこととなっていること等その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされている点におい

て、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので

はありません。

 
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,996,000

計 22,996,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,749,000 5,749,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 5,749,000 5,749,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～
2022年６月30日

― 5,749,000 ― 553,031 ― 527,524
 

 

(5) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

347,900
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

53,998 ―
5,399,800

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
1,300

発行済株式総数 5,749,000 ― ―

総株主の議決権 ― 53,998 ―
 

（注）「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、「株式給付信託(BBT)」に係る信託財産として、株式会社日本カ

ストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式33,200株(議決権の数332個)が含まれております。なお、当該議決

権の数332個は、議決権不行使となっております。

 
② 【自己株式等】

  2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

東部ネットワーク株式会
社

横浜市神奈川区栄町２番
地の９

347,900 ‐ 347,900 6.0

計 ― 347,900 ‐ 347,900 6.0
 

（注）「株式給付信託(BBT)」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式は、上記

自己名義所有株式数には含まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。なお、当四半期累計

期間末日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(１)退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役兼執行役員営業企画戦略室室長 福田　哲郎
2022年７月31日
（一身上の都合による辞任）

 

 

(２)異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　男性 8名　女性―名（役員のうち女性の比率―％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりま

せん。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、普賢監査法人による四半期レビューを受けております。 

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第109期事業年度　EY新日本有限責任監査法人

第110期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　普賢監査法人
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          
当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 4,167,314

  受取手形 66,133

  電子記録債権 9,163

  営業未収入金 1,325,338

  原材料及び貯蔵品 23,306

  その他 114,538

  流動資産合計 5,705,795

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物（純額） 4,912,907

   車両運搬具（純額） 294,882

   土地 8,344,624

   リース資産（純額） 416,350

   その他（純額） 371,030

   有形固定資産合計 14,339,794

  無形固定資産 38,869

  投資その他の資産  

   投資有価証券 1,310,556

   差入保証金 1,323,219

   その他 219,618

   繰延税金資産 2,215

   貸倒引当金 △3,433

   投資その他の資産合計 2,852,177

  固定資産合計 17,230,841

 資産合計 22,936,636
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          (単位：千円)

          
当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部  

 流動負債  

  支払手形 85,349

  営業未払金 818,050

  １年内返済予定の長期借入金 6,660

  リース債務 37,203

  未払金 235,606

  未払費用 200,131

  未払法人税等 34,778

  賞与引当金 43,177

  その他 227,038

  流動負債合計 1,687,995

 固定負債  

  社債 80,000

  長期借入金 20,615

  リース債務 422,580

  繰延税金負債 951,891

  再評価に係る繰延税金負債 100,457

  退職給付に係る負債 19,116

  役員株式給付引当金 24,079

  長期前受金 12,716

  長期預り保証金 422,859

  長期預り金 3,870

  長期未払金 36,800

  資産除去債務 18,905

  固定負債合計 2,113,891

 負債合計 3,801,887

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 553,031

  資本剰余金 536,556

  利益剰余金 18,282,367

  自己株式 △300,467

  株主資本合計 19,071,488

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 507,921

  土地再評価差額金 △444,661

  その他の包括利益累計額合計 63,259

 純資産合計 19,134,748

負債純資産合計 22,936,636
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 2,435,771

売上原価 2,147,034

売上総利益 288,736

販売費及び一般管理費 128,838

営業利益 159,898

営業外収益  

 受取利息 4

 受取配当金 21,645

 その他 1,979

 営業外収益合計 23,629

営業外費用  

 支払利息 2,978

 営業外費用合計 2,978

経常利益 180,549

特別利益  

 固定資産売却益 128

 負ののれん発生益 76,329

 特別利益合計 76,457

特別損失  

 固定資産除却損 0

 和解金 25,104

 特別損失合計 25,104

税金等調整前四半期純利益 231,901

法人税、住民税及び事業税 50,186

法人税等調整額 △28,783

法人税等合計 21,402

四半期純利益 210,499

親会社株主に帰属する四半期純利益 210,499
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 210,499

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 19,292

 その他の包括利益合計 19,292

四半期包括利益 229,791

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 229,791

 非支配株主に係る四半期包括利益 ―
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 

当第１四半期連結累計期間

 (自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、全株式を取得し子会社化した株式会社東北三光を連結の範囲に含めており

ます。また、当社の非連結子会社でありました相模新栄運送株式会社を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。
 

 
(追加情報)

（株式報酬制度）

　　当社は、2019年６月26日開催の第106回定時株主総会の決議に基づき、中長期的な企業価値の増大に貢献する意識

を高めることを目的として、取締役（社外取締役を除く。)を対象とする株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」

（以下「本制度」という。）を導入しております。

　　本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

　　　①　取引の概要

当社は取締役に対し、役員株式給付規程に基づき定まるポイントを付与し、役員退任時等に累計ポイントに

応じた当社株式及び金銭を給付します。役員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将

来分も含め取得し、信託財産として分別管理しております。

②　信託に残存する自社の株式

　　当社は、本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は前事業年度末33,034千

円、33,200株、当第１四半期連結会計期間末33,034千円、33,200株であります。

 
（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　 当社は、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項は次の通りとなります。

 
１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　２社

　　連結子会社の名称　相模新栄運送株式会社

　　　　　　　　　　　株式会社東北三光

 
２．持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

 
４．会計方針に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　① 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用しております。

　　市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
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　　　② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用

しております。

 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　２～50年

車両運搬具　２～６年

　　　② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

　③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　　④ 長期前払費用

均等償却を行っております。

 
(３)重要な引当金の計上基準

　　　① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　　② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の賞与支給見込額の当第１四半期連結会計期間末に

おける負担額を計上しております。

　　　③ 役員株式給付引当金

役員株式給付規程に基づく役員に対する株式の給付に備えるため、当第１四半期連結会計期間末における株

式給付債務の見込額を計上しております。

 
(４)退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(５)収益及び費用の計上基準

　当社グループは以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　ステップ３：取引価格を算定する。

　ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

　ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

 
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①貨物自動車運送事業

・貨物輸送

主に飲料製品、セメントなどのトラック輸送を行っております。輸送貨物の発送から引き渡すまでの一定の

EDINET提出書類

東部ネットワーク株式会社(E04221)

四半期報告書

16/24



期間にわたって履行義務が充足すると考え、履行義務の進捗度に基づき収益を認識し、それに対応した費用を

計上しております。

・荷役・保管収入

物流倉庫内での商品の入出庫・保管管理を行っております。荷役収入は、一時点で履行義務が充足すると考

え、作業等の完了時点で収益を認識し、それに対応した費用を計上しております。保管収入は、一定の期間に

わたって履行義務が充足すると考え、履行義務の進捗度に基づき収益を認識し、それに対応した費用を計上し

ております。

②その他事業

・石油・セメント類等の販売（商品販売事業）

石油・セメント類等の商品の引き渡しを行っております。在庫リスクを伴わない取引であり、顧客に支配が

移転した時をもって履行義務が充足すると考え、資産の引き渡し時に顧客から受け取る額から仕入先へ支払う

額を控除した純額で収益を認識しております。

・車輛の割賦販売（商品販売事業）

車両の割賦販売を行っております。顧客に支配が移転した時をもって履行義務が充足されると考え、資産の

引き渡し時に収益を認識し、それに対応した費用を計上しております。

・自動車整備事業

自動車整備事業は、軽自動車から乗用車・大型トラック・特殊車両にも対応する民間車検場として、受注整

備を行っております。役務の完了をもって履行義務が充足すると考え、サービスの完了時に収益を認識し、そ

れに対応した費用を計上しております。

 

(６)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
（新型コロナウイルス感染症の影響）

当社グループは新型コロナウイルス感染症の影響につきまして、その収束時期を正確に予測することは困難な状

況にありますが、当社グループの業績への影響は限定的と仮定し、会計上の見積りを行っております。

なお、見積りに用いた仮定は不確実性が高く、新型コロナウイルス感染症の収束時期および経済環境への影響が

変化した場合には、当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　　受取手形割引高

  
当第１四半期連結会計期間

2022年６月30日

受取手形割引高   25,743千円
 

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

　

 
当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

減価償却費 134,210千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　当第１四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

　１．配当金支払額

(決　議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 40,507 7.50 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金
 

（注）　2022年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社株式に対する配当金249千円が

含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　 該当事項はありません。

 
(企業結合等関係)

(取得による企業結合)

当社は、株式会社東北三光の全株式を取得し、子会社化しました。

 
１．企業結合の概要

(１)被取得企業の名称及び事業の内容

　 被取得企業の名称：株式会社東北三光

   事業の内容　　　：セメント輸送、セメント販売、出荷管理業務、施設保全業務等

(２)企業結合を行った理由

株式会社東北三光は、仙台・秋田を中心に創業以来50年に渡り、常にセメントメーカーと共に東北インフラ

事業に携わっており、その地区において、ユーザー、メーカーおよび輸送業者全般との強固なパイプを構築し

ております。当社は、この基盤を受け継ぎ、これまで培ってきた当社の安心、安全、安定物流サービスのノウ

ハウを最大限に活かすことにより、東北地区の営業拡大を図り、当社および当該会社の業容の拡大が期待され

ることから、株式を取得しました。

(３)企業結合日

　2022年４月15日（株式取得日）

　2022年６月30日（みなし取得日）

(４)企業結合の法的形式

　 現金を対価とする株式取得

(５)結合後企業の名称

　 変更はありません。

(６)取得した議決権比率
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　　 100％

(７)取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 
２．四半期連結累計期間に係る四半期損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　 当四半期連結累計期間は貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれておりません。

 
３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得価額につきましては、当事者間の合意により非公表としておりますが、適正な価額にて取得しております。

 
４．負ののれん発生益の金額、発生原因

(１)発生した負ののれんの金額

　　　76,329千円

(２)発生原因

企業結合時における時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として処理していお

ります。

 

EDINET提出書類

東部ネットワーク株式会社(E04221)

四半期報告書

19/24



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　当第１四半期連結累計期間(自　2022年４月１日 至　2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書計
上額
(注)３

貨物自動車運
送事業

不動産賃貸事
業

その他事業
(注)１

計

売上高       

一時点で移転される財又は
サービス

235,125 ― 41,660 276,785 ― 276,785

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス

1,987,945 ― ― 1,987,945 ― 1,987,945

顧客との契約から生じる
収益

2,223,070 ― 41,660 2,264,730 ― 2,264,730

その他の収益 ― 164,125 6,915 171,040 ― 171,040

外部顧客への売上高 2,223,070 164,125 48,575 2,435,771 ― 2,435,771

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 2,100 4,955 7,055 △7,055 ―

計 2,223,070 166,225 53,530 2,442,826 △7,055 2,435,771

セグメント利益 154,339 109,017 11,786 275,143 △115,245 159,898
 

(注) １．「その他事業」は、商品販売事業（石油製品、セメントの販売等）、自動車整備業及び損保代理業等であり

ます。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

３．報告セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書計上額(営業利益)と一致しております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

貨物自動車運送事業において、当第１四半期連結会計期間より株式会社東北三光の株式取得による連結子会社化に

伴い、負ののれんが発生しております。当該事象による負ののれん発生益の計上額は76,329千円であります。なお、

負ののれん発生益は特別利益のため、上記セグメント利益には含まれておりません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 39円22銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 210,499

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

210,499

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,367
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2022年８月10日

東部ネットワーク株式会社

取締役会　御中

 

普 賢 監 査 法 人

　東 京 都 千 代 田 区
 

　

指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 功一  

 

　

指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 亀ケ谷 顕  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東部ネット

ワーク株式会社の 2022年４月１日から 2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１

日から 2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から 2022年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東部ネットワーク株式会社及び連結子会社の 2022年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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